
 資料６ 

いじめ防止対策について 
 

いじめ防止等について審議・調査する附属機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     ※ 両機関とも構成は同じであるが、人物は共通しない  

 

河内長野市立学校 

いじめ防止等対策審議会 

名  称 

 

河内長野市立学校 

いじめ問題再調査委員会 

教育委員会(学校教育課) 設置機関 市長(人権推進課) 

・河内長野市いじめ防止基本方針の策定

に対する答申 

・いじめ防止等のための対策についての

審議 

・重大事態に係る事実関係を明確にする

ための調査 

職務内容 ・重大事態に係る河内長野市立学校いじ

め防止等対策審議会による調査結果に

対する再調査 

いじめ防止対策推進法 

第14条第3項、第28条第1項 

設置根拠 いじめ防止対策推進法 

第30条第2項 

５人以内(弁護士、医療･心理･福祉･教育

の有識者) 

構  成 ５人以内(弁護士、医療･心理･福祉･教育

の有識者) 

報告

指導・支援

報告 報告

学
校
運
営

協
議
会

教育委員会学校

答申

総合教育会議

対応協議

家
　
庭

学　　校

○○学校いじめ対策委員会等
【いじめ防止等の対策について検討協議】

法第22条(校内組織　設置済)

（

い
じ
め
防
止
・
い
じ
め
対
応

）

河内長野市立学校いじめ問題再調査委員会河内長野市立学校いじめ防止等対策審議会

法第30条第2項

河内長野市立学校いじめ防止等対策審議会

報告

地
　
域

連
携

連
携

市 長

連絡調整

【いじめ防止等のための対策について審議】
法第14条第3項

諮問

法＝いじめ防止対策推進法

市議会

情報交換

答申諮問 諮問 答申

（

重
大
事
態
対
応

）

【重大事態に係る事実関係を明確にするための調査】

法第28条第1項

既存の組織

【重大事態に係る事実関係の再調査】

河内長野市児童生徒支援広域連絡会
【非行･虐待･いじめなどの情報交換と連絡調整】

教育委員会

　指導・支援


